
(( 5,195,903,546 ))(( 4,439,391,425 ))(( 756,512,121))

( 4,554,237,958 ) ( 3,803,701,087 ) ( 750,536,871)

491,436,282 491,436,282 0

3,453,657,961 2,651,254,825 802,403,136

157,151,594 161,046,177 △ 3,894,583

191,176,968 141,360,760 49,816,208

10,090,241 9,836,171 254,070

248,331,664 221,695,375 26,636,289

2,393,248 2,921,497 △ 528,249

0 124,150,000 △ 124,150,000

( 641,665,588 ) ( 635,690,338 ) ( 5,975,250)

23,008,700 23,008,700 0

433,888 433,888 0

18,198,000 12,222,750 5,975,250

600,000,000 600,000,000 0

25,000 25,000 0

( 3,438,879,134 )( 3,904,035,268 )( △ 465,156,134 )

3,414,054,712 3,891,655,182 △ 477,600,470

20,728,386 10,860,586 9,867,800

2,352,250 1,519,500 832,750

649,786 0 649,786

1,094,000 0 1,094,000

( 8,634,782,680 )( 8,343,426,693 )( 291,355,987 )

( 20,315,000 )( 4,302,000 )( 16,013,000 )

19,815,000 3,802,000 16,013,000

500,000 500,000 0

( 648,143,457 )( 604,873,677 )( 43,269,780 )

46,105,153 24,461,156 21,643,997

556,452,500 541,443,300 15,009,200

45,585,804 38,969,221 6,616,583

( 668,458,457 )( 609,175,677 )( 59,282,780 )

立 替 金

資 産 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計

科            目

預 か り 敷 金

退 職 給 与 引 当 金

本　年　度　末 前　年　度　末

流 動 負 債

未 払 金

前 受 金

預 り 金

増　　　　　減

固 定 負 債

仮 払 金

電 話 加 入 権

長 期 貸 付 金

未 収 入 金

現 金 預 金

短 期 貸 付 金

借 地 権

保 証 金

減価償却引当特定預金

車 輌

建 設 仮 勘 定

負　　債　　の　　部

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

図 書

その他の固定資産

構 築 物

教育研究用機器備品

その他の機器備品

固 定 資 産

貸　借　対　照　表

平成１９年　３月３１日

科            目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減

資　　産　　の　　部

（単位：円）

－ 1 －



6,431,758,088 5,491,611,266 940,146,822

85,000,000 85,000,000 0

( 6,516,758,088 )( 5,576,611,266 )( 940,146,822 )

1,449,566,135 2,157,639,750 △ 708,073,615

( 1,449,566,135 )( 2,157,639,750 )( △ 708,073,615 )

( 8,634,782,680 )( 8,343,426,693 )( 291,355,987 )

注記　　１ 重要な会計方針
　　　　　(1) 引当金の計上基準
　　　　　　　・徴収不能引当金

未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上す
ることとしている。

　　　　　　　・退職給与引当金
退職金の支給に備えるため、期末要支給額 118,014,000円から財団法人私立大
学退職金財団よりの交付金相当額を控除した金額の100%を計上している。

　　　　　(2) その他の重要な会計方針
　　　　　　　・所有権移転外ファイナンス・リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ている。

　　　　　　　・預り金その他経過項目に係る収支の表示方法
預り金、仮払金、立替金及び預け金に係る収入と支出は相殺して表示している。

　　　　２ 重要な会計方針の変更等 該当なし

　　　　３ 減価償却額の累計額の合計額 1,854,077,542

　　　　４ 徴収不能引当金の合計額 0

　　　　５ 担保に供されている資産の種類及び額 なし

　　　　６ 翌年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額
0

　　　　７ その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項
　　　　　(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイ
　　　　　　　ナンス・リースは次のとおりである。

増　　　　　減

　及び消費収支差額の部合計

本　年　度　末 前　年　度　末科            目

負債の部、基本金の部

円

未経過リース料期末残高

消 費 収 支 差 額 の 部 合 計

消 費 収 支 差 額 の 部

科            目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減

増　　　　　減科            目 本　年　度　末 前　年　度　末

翌年度繰越消費収入超過額

基 本 金 の 部 合 計

第 １ 号 基 本 金

第 ４ 号 基 本 金

基　　本　　金　　の　　部

円

円

リース資産の種類 リース料総額

計 472,445,520円   383,181,203円   

教育研究用機器備品 420,371,637円   343,179,489円   
その他の機器備品 52,073,883円   40,001,714円   

－ 2 －


